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主 文

１ 本件訴えのうち，平成１２年度から平成１５年度の神戸市立教職員共済会に

対する交付金支出，及び，平成１６年度の同共済会に対する交付金支出のうち

退会記念品事業費に充てられるべき分の支出以外の支出に係る訴えをいずれも

却下する。

２ 原告らのその余の請求を棄却する。

３ 訴訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第１ 請求

１ 被告は，Ａに対し，神戸市に，３億３５８０万円及びうち２０３９万８５０

０円に対する平成１７年４月１２日から，うち２２１０万１５００円に対する

平成１６年１２月１０日から，うち２２１０万１５００円に対する同年８月２

５日から，うち２２１０万１５００円に対する同月４日から，うち２２３９万

２０００円に対する同年５月６日から，うち２１９４万４０００円に対する平

成１５年１２月１０日から，うち２１９４万４０００円に対する同年９月３日

から，うち２１９４万４０００円に対する同年６月２７日から，うち２８１７

万３０００円に対する同年５月６日から，うち２８２０万４０００円に対する

， ，同年１月２８日から うち２８２７万円に対する平成１４年１２月１６日から

うち２８２６万７０００円に対する同年９月１８日から，うち４７９５万９０

００円に対する同年１月３０日から各支払済みまで各年５分の割合による金員

の支払を請求せよ。

２ 被告は，Ｂに対し，神戸市に，１億８２３８万５０００円及びうち６７１４

万３０００円に対する平成１４年４月１日から，うち２８７９万８０００円に

対する平成１３年５月８日から，うち２８７７万４０００円に対する同年１月

， ，２５日から うち２８８３万１０００円に対する平成１２年１０月１２日から

うち２８８３万９０００円に対する同年７月１０日から各支払済みまで各年５
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分の割合による金員の支払を請求せよ。

３ 被告は，神戸市立学校教職員共済会に対して，神戸市に，５億１８１８万５

０００円及びうち２０３９万８５００円に対する平成１７年４月１２日から，

うち２２１０万１５００円に対する平成１６年１２月１０日から，うち２２１

０万１５００円に対する同年８月２５日から，うち２２１０万１５００円に対

する同月４日から，うち２２３９万２０００円に対する同年５月６日から，う

ち２１９４万４０００円に対する平成１５年１２月１０日から，うち２１９４

万４０００円に対する同年９月３日から，うち２１９４万４０００円に対する

同年６月２７日から，うち２８１７万３０００円に対する同年５月６日から，

うち２８２０万４０００円に対する同年１月２８日から，うち２８２７万円に

対する平成１４年１２月１６日から，うち２８２６万７０００円に対する同年

９月１８日から，うち２８７６万円に対する同年５月７日から，うち２８７５

万８０００円に対する同年１月３０日から，うち２８７６万６０００円に対す

る平成１３年１０月１２日から，うち２８８１万８０００円に対する同年８月

２８日から，うち２８７９万８０００円に対する同年５月８日から，うち２８

７７万４０００円に対する同年１月２５日から，うち２８８３万１０００円に

対する平成１２年１０月１２日から，うち２８８３万９０００円に対する同年

７月１０日から各支払済みまで各年５分の割合による金員の支払を請求せよ。

第２ 事案の概要

本件は，神戸市（以下「市」ということがある ）の住民である原告らが，。

平成１２年度から平成１６年度にかけて 神戸市立学校教職員共済会 以下 共， （ 「

済会」という ）に対して，市が交付金を支出したことは法律上の根拠を欠き。

， ， （ 「 」 。）違法であるなどとして 被告に対して 地方自治法 以下 地自法 という

２４２条の２第１項４号前段に基づき，共済会に対し支出した交付金相当額の

金員及びこれに対する各支出日から支払済みまで年５分の割合による遅延損害

金について，上記支出当時に神戸市長の地位にあった者に対して損害賠償請求
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することを求めるとともに，共済会に対して不当利得返還請求することを求め

た事案である。

１ 争いのない事実及び証拠により容易に認定することのできる事実（証拠の掲

記のない事実は当事者間に争いがない ）。

( ) 当事者等1

ア 原告らは，肩書地記載のとおり，いずれも神戸市内に住居を有する者で

ある。

イ Ｂは，平成１２年４月１日から平成１３年１１月１９日まで神戸市長の

職にあった者であり，Ａは，同月２０日以降，神戸市長の地位にある者であ

る。

( ) 公金支出2

ア 共済会（甲１，４，乙１の２，１１）

共済会は，市民の篤志家による寄付金の一部を基金として発足した「神

戸市立小学校教職員共済会 を母体として 神戸市立学校教職員 以下 教」 ， （ 「

職員」という ）の相互共済及び福利増進を図ることを目的に，神戸市立。

学校教職員共済会規則（以下「共済会規則」という ）に基づき，昭和３。

７年２月に設立された，教職員らで構成される会員数７５９１名（平成１

７年４月１日現在）の組織である。

共済会は，下記の各種事業を実施している（平成１２年度から平成１６

年度 。）

記

(ア) 給付事業（結婚・出産・入学祝金，弔慰金，脱退金，退会記念品）

(イ) 貸付事業（普通貸付，住宅貸付，入学・冠婚葬祭・病気・災害貸付

等）

(ウ) 購買事業（百貨店購買等）

(エ) 厚生事業（レクリエーション事業，ホームヘルプ助成等）
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(オ) 研修寮運営事業（α等）

イ 共済会への交付金支出（甲１，２，５，２３）

(ア) 共済会の事業経費

共済会の事業は，教職員の掛金，市からの交付金及び事業収入・利息

収入等の収入により運営されている。

(イ) 交付金交付要綱

市は，共済会に対する交付金の交付につき，神戸市立学校教職員共済

会交付金交付要綱（以下「本件要綱」という ）を作成しているが，平。

成１６年４月１日施行の本件要綱には，次の趣旨の定めがある。

ａ 通則（１条）

共済会に対する交付金の交付については，地自法２３２条の２に定

めるもののほか，この要綱の定めるところによる。

ｂ 交付の目的（２条）

共済会が地方公務員法（以下「地公法」という ）４２条に定める。

厚生計画の一部を神戸市教育委員会（以下「教育委員会」という ）。

の監督の下に実施し，あるいは，地方公務員等共済組合法（以下「地

」 。） ， ，公共法 という １１２条に定める福祉事業の一部を実施し また

その他福利厚生に資する事業を実施する場合において，教職員の福利

を増進し，もって神戸市教育の振興を図ることを目的とする。

ｃ 交付金の額（３条２項）

毎年度，各教職員の４月１日現在の給料月額の総額に１０００分の

２．４を乗じて得た額を１年分合計した額とする。

(ウ) 交付時期

年間の交付額を４半期に分け，各期毎に交付額を決定して交付してい

る。

(エ) 交付金支出
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市は，平成１２年度から平成１６年度（毎年４月１日から翌年３月３

１日を会計年度とする。地自法２０８条１項）の間，共済会に対する交

付金として，平成１２年度に１億１５２４万２０００円，平成１３年度

に１億１５１０万２０００円，平成１４年度に１億１２９１万４０００

円，平成１５年度に８８２２万４０００円，及び，平成１６年度に８６

７０万３０００円の交付金を支出した（以下「本件支出」という 。。）

ウ 掛金の徴収（甲１，４）

共済会会員 以下 会員 という は 掛金として 毎年４月１日 年（ 「 」 。） ， ， （

度の中途で会員の資格を取得したときは，その資格を取得した日）現在の

給料月額に１０００分の５を乗じて得た額を毎月納付しなければならない

とされている（共済会規則５条１項 。）

( ) 退会記念品事業（甲１，１１，２４，３２，乙９）3

ア 概要

共済会は，教職員の退職等に際し，退会記念品として旅行券（クーポン

券）を支給している。

イ 支給対象者

教職員としての勤続年数及び会員期間がともに１０年以上で退職した会

員（在職中に死亡した者を含む ）を対象に支給している。。

ウ 支給内容及び支給額

退会記念品の支給内容は，平成１２，１３年度は別表１－１，平成１４

年度から平成１６年度は別表１－２記載のとおりであり，平成１２年度か

ら平成１６年度の退会記念品支給額は，平成１２年度は２９７３万３１８

０円，平成１３年度は４１７４万円，平成１４年度は３９１６万円，平成

１５年度は５１０２万円，平成１６年度は４１９３万円である。

( ) 監査請求（甲１，６，７）4

ア 原告らは，平成１７年５月２７日及び同月３０日に，神戸市監査委員に
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対して，過去５年間に共済会が退会記念品として退職者等に対し支給した

クーポン券代金約２億円のうち約７０００万円が共済会に対する公費補助

金によって賄われているところ，上記クーポン券は実質上は給与，退職金

の上乗せで，給与条例主義（地自法２０４条の２，地公法２５条）に違反

する違法な公金支出であり，これが市財政から支出されているので市は同

額の損害を被っているから，神戸市長及び教育長は７０００万円を補填す

べきであるなどと主張し，かかる趣旨に沿った措置を執ることを求めて，

（ 「 」 。） ， ，住民監査請求 以下 本件監査請求 という を行い 同年６月２０日

意見陳述（以下「本件意見陳述」という ）を行った。。

本件意見陳述の際，原告らのうちの１名が，本件支出自体についても，

条例上の根拠がない本件要綱による支出であることを理由として，本件監

， ，査請求の対象とすることを求める旨の陳述を行い 平成１７年６月２４日

同陳述の内容を記載した「Ｃ，代表Ｄ」作成名義の「６月２０日，口頭陳

述」と題する書面が神戸市監査委員に提出された。

イ 神戸市監査委員は，原告らに対し，平成１７年７月２５日付けで，本件

支出のうち，平成１２年度から平成１５年度までの共済会に対する交付金

支出については監査請求期間を徒過しており「正当な理由 （地自法２４」

２条２項ただし書）がある場合にも該当しないこと，平成１６年度の退会

記念品事業以外の事業への交付金支出については事実の特定及びいわゆる

事実を証する書面の添付がないこと並びに既に受理している監査請求の対

象範囲を超えることから監査の対象とはしないとした上，同年度の退会記

念品事業への交付金支出については監査請求に理由がなく措置の必要を認

めないとの監査結果（以下「本件監査結果」という ）を送付し，原告ら。

は，そのころ，本件監査結果を受領した。

( ) 本件訴えの提起5

原告らは，本件監査結果に不服があるとして，平成１７年８月１９日，本
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件訴えを提起した。

２ 争点

( ) 本案前の争点1

ア 監査請求期間徒過の有無

具体的には，平成１２年度から平成１５年度の共済会への交付金支出に

「 」（ ）対する監査請求についての 正当の理由 地自法２４２条２項ただし書

の有無である（争点１ 。）

イ 本件意見陳述における監査請求対象の追加変更の有無及び可否

具体的には，本件支出のうち退会記念品事業費に充てられるべき分の支

出以外の支出についての，本件意見陳述における監査請求対象の追加変更

の有無及び可否である（争点２ 。）

( ) 本案の争点2

ア 財務会計行為の違法性

具体的には，共済会が退職者等に給付した退会記念品の原資に，交付金

が使用されているか（争点３ ，本件支出又は退会記念品の原資への交付）

金使用が，地公法４２条の規定に係る職員の保険，元気回復その他厚生に

関する計画の一部として又は地自法２３２条の２により許されるか（争点

４）である。

イ Ａ及びＢの過失の有無（争点５）

ウ 共済会の不当利得の有無（争点６）

エ 損害及び損失額（争点７）

３ 当事者の主張

( ) 争点１1

（原告らの主張）

ア(ア) 本件では，監査請求の対象が共済会という情報公開が効かない教職

員の親睦団体の活動内容であったことなどを考慮すると，平成１７年２



- 8 -

月２５日にＥニュース（以下「本件ニュース」という ）において，教。

育委員会から共済会に対し，退職者への記念品である旅行クーポン券代

等が支出されていたと報道された時点を，監査請求期間の起算点である

監査請求をなし得る程度に財務会計行為の存在及び内容を知ることがで

きたときと解するべきである。

(イ) 被告は，本件支出は，予算説明書に明記されているなどと主張する

が，専門家でもない一般市民に予算説明書の記載から気付くことを要求

すべきでない。また，被告は，情報公開請求によって入手可能な文書に

ついては公開請求が可能となった時点を上記起算点とすべきと主張する

が，かかる主張は，相当な注意の要件として市役所内の全公文書に対す

る公開請求を要求する非常識なものである。

イ 本件監査請求は，本件ニュースの報道を受けて開始された調査に基づく

ものであり，相当な期間内になされたものといえる。

被告は，本件監査請求が本件ニュースの報道から９１日後であることな

どを根拠に，相当な期間が経過したと主張する。しかし，一般市民にとっ

て監査請求を行う程度に気付くには，さらに報道後数週間の調査や議論を

要し，また，情報公開請求から実際の閲覧まで３，４週間は必要となるこ

と，必ずしも最初の公開請求で目的の情報を入手できるわけではないこと

からも，相当な期間は経過していない。

ウ したがって，平成１２年度から平成１５年度の交付金支出分について，

地自法２４２条２項ただし書の「正当な理由」は認められる。

（被告の主張）

ア(ア) 本件支出は，公開請求の対象となる予算説明書に明記されており，

共済会の事業内容も公文書公開請求により情報を入手することが可能で

ある。また，市における公開請求は，公開を請求する公文書の内容の具

体化の程度は可及的な範囲で足りること，現に原告らが支出決定兼支出
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命令書等の必要書類の開示を受けていることを考慮すれば，公開請求に

より入手可能な情報については，公開請求が可能な状態となれば，相当

の注意力をもって調査すれば客観的に知ることができたといえる。

， ，本件支出中 平成１５年度分の実際の支出決議等の公文書については

最後の支出がなされた平成１６年５月当初には公開請求が可能であった

といえるところ，本件監査請求の行われた平成１７年５月２７日はそれ

から約１年が経過しており，相当期間が経過していることは明らかであ

る。

(イ) 原告らは，公開請求によって入手可能な文書には限界があるかのよ

うに主張するが，原告らの主張する本件支出自体の違法については，原

告らが現に入手した文書によって監査請求を行うことは可能であるし，

不足があれば追加して公開請求すればよい。また，原告らは，本件ニュ

ースの報道時期を起算点とすべきと主張するが，監査請求を行った住民

に公開請求を行うだけの契機や動機が存在したか否かという主観的事情

ではなく，当該行為に関する情報の客観的な開示状況を基準とすべきで

ある。したがって，上記原告らの主張は理由がない。

イ また，原告らは，本件ニュースにより本件支出及び共済会から退職者へ

の退会記念品の支給を認識し，遅くともその時点においては監査請求を行

うに足りる程度に本件支出の存在及び内容を認識したといえる。そして，

本件監査請求が行われた平成１７年５月２７日は，本件ニュースの報道日

である同年２月２５日から起算して９１日後であるから，相当な期間が経

過していることは明らかである。

ウ したがって，平成１２年度から平成１５年度の共済会への交付金支出分

， 「 」 。について 地自法２４２条２項ただし書の 正当な理由 は認められない

( ) 争点２2

（原告らの主張）
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退会記念品の支給と共済会に対する交付金の支出は密接に関連しており，

交付金の支出なしに退会記念品の支給の違法はないことから，本件意見陳述

， ， 。は 本件監査請求を補充してその趣旨を明確にしたものであり 適法である

被告は，監査請求に事実を証する書面の添付が要求されていることを理由

に，口頭陳述のみによる監査請求対象の追加は認められないと主張する。し

かし，原告らは，本件意見陳述において，口頭陳述のみではなく陳述内容も

書面で提出しており，また，上記証する書面も 「６月２０日，口頭陳述」，

と題する書面に記載のとおり，本件意見陳述時に提出している。また，被告

は，監査請求対象の追加を認めると監査期間遵守が確保できず監査の実効性

を欠くなどと主張するが，監査期間の定めは訓示規定に過ぎないし，同期間

内に処理できないことが判明した時点で監査請求のやり直しを示唆し，ある

いは，請求対象の追加を許さないというのであれば，追加分を新規の監査請

求として扱い，新規に監査期間を設定すればよい。

（被告の主張）

本件監査請求は，退会記念品支給のための交付金支出の違法のみを主張す

るものであり，共済会に対して交付金を支出すること自体を問題とするもの

ではなかった。

原告らは，本件意見陳述において，共済会に対する交付金の支出自体が違

法である旨陳述したが，意見陳述は，監査請求に関する意見を口頭で陳述す

るものであり，監査請求対象の拡張は予定されていない。地自法２４２条１

項が，監査請求はいわゆる事実を証する書面を添えて行うことを求めている

ことからしても，口頭陳述のみによって監査請求の対象を追加することは認

められない。さらに，監査委員による監査は，監査請求日から６０日以内に

行う必要があるところ，監査委員は，その期間内に請求人に陳述の機会を与

え，執行機関又は職員の意見聴取を行うなどし，その上で，合議により監査

結果を決定する必要がある。仮に監査請求後に監査請求対象が追加できると
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なると，追加分については監査期間が確保されなくなり，監査の実効性に重

， 。大な影響が生じるため 監査請求後に請求対象を追加することは許されない

追加分については別件として監査請求すべきである。

よって，平成１６年度の交付金支出についても，退会記念品事業費４１９

３万円を超える部分の訴えは監査請求前置を欠き，不適法である。

( ) 争点３3

（原告らの主張）

ア 脱退金積立基金の前年度からの繰越しによる影響

被告は，本件支出の法的根拠は，地公法４２条又は地自法２３２条の２

， ， ，と主張するが つかみ金支給は許されず 剰余分は返還すべきであるから

繰越しによっても共済会の資産とはならない。仮に，共済会の資産となる

としても，本件支出は法的根拠が無く違法，無効であるから，共済会は市

の不当利得返還請求に応じなければならない。

イ 剰余金について

金に色はついていないこと，会計を別にしていないことから，収入割合

に応じて支出も分担されており，剰余金には，交付金，事業収入及び会員

の掛金のうちの４分の１（以下「掛金４分の１」といい，残額を「掛金４

分の３」という ）が按分割合で含まれていると考えるべきである。。

被告は，掛金４分の１を年度末に振替えており交付金は剰余金に含まれ

ていないと主張するが，収入用途別の使い分けは，会計分離がなされてい

ない限り本来できないものであり，単なる帳簿上の恣意的な操作により交

付金から先に使用し，剰余金には交付金が含まれていないという外形を作

出しているにすぎない。

被告提出の費目別歳入歳出簿（以下「入出簿」という ）は，共済会の。

予算や決算の金の動きを示したものではない。また，入出簿の事業用掛金

への振替欄に年月日は記入されておらず，掛金４分の３と掛金４分の１の
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分離を帳簿上で計算したものに過ぎず，使用順序とは無関係である。

ウ 建設償還金について

昭和５６年から２４年間，１２００万円が交付された平成１６年度と同

じ割合で支給されると２億７６００万円となり１億円を超えることから，

超過分の交付金は脱退金積立基金に流入している。また，研修事業程度で

， 。建物を建設する必要はなく 本来交付金で賄われるべき事業とはいえない

（被告の主張）

ア 退会記念品の原資

(ア) 会員が退会すると，脱退返還金及び退会記念品（以下，両者を併せ

て「退会記念品等」という ）が給付されるが，その原資は，後記のと。

おり脱退金積立基金である。

(イ) 脱退金積立基金は，脱退金積立金として積み立てられたものである

（共済会では，基金として積み立てるための歳出の項目では「積立金」

の名称を用い 「積立金」が積み立てられた結果の資産の項目では「積，

立基金」の呼称を用いている ）が，この脱退金積立金は，①脱退金積。

立金，②建設償還金及び③剰余金により構成される。

(ウ)ａ 上記①の脱退金積立金は，会員の掛金４分の３を積み立てたもの

である（ただし，平成１２年度までは掛金全額を積み立てていた 。。）

ｂ 上記②の建設償還金は，後記エ記載のとおりである。

ｃ 上記③の剰余金は，市からの交付金，共済会の歳入のうち交付金及

び掛金を除いたもの（事業収入，利息収入等。以下「事業収入等」と

いう ）並びに掛金４分の１を，共済会の総務費，退会記念品等事業。

以外の事業（以下「その他の事業」という ）の事業費，建設償還金。

（ ， 「 」及びその他の積立金等 以下 これら４つの歳出を併せて 事業費等

ということがある ）として使用した余剰金である。。

イ 脱退金積立基金の前年度からの繰越しによる影響
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(ア) 共済会においては，退会記念品等の給付額が確定すると，脱退金積

立基金から当該確定額分だけ取り崩して歳入に繰り入れた上，その繰入

額と同額を退会記念品等として支出しているため，その原資は同基金で

あるといえる。平成１６年度分についても，退会記念品等の支給額及び

支給時期と脱退金積立基金繰入金の額や取崩時期は完全に一致してい

る。

(イ) 会員の掛金４分の３と掛金４分の１の区分は，年度末に当該年度の

掛金額が確定した後に一括して実施されるため，ある年度の退会記念品

等の支給のため取崩しの対象となる脱退金積立基金は，前年度末時点で

積み立てられていた同基金であり，これが直接の支払原資となる。

前年度から繰り越された脱退金積立基金は，繰越の時点で繰越前の原

資如何に関わらず共済会の資産となるため，退会記念品等の支払原資は

市の交付金でなく共済会の独自の資産であるから，退会記念品の支給は

給与条例主義に違反しない。

ウ 剰余金について

(ア) 交付金，掛金４分の１及び事業収入等の支出の順序

共済会では，給付事業のうち，共済会の独自事業ではないその他の事

業は，市が行うべき厚生事業を共済会が代行しているものであり，本来

は市が全額を負担すべきであるから，その他の事業に必要な支出には交

付金を優先して使用している。また，会員の掛金は，平成１２年度まで

は全額を脱退金積立金に積み立てていたが，平成１３年度以降，市の財

政難にかんがみ，掛金４分の１は，交付金の補充とすべく脱退金積立金

に積み立てないこととしたという経緯があり，掛金４分の１は，交付金

で不足が生じたときの使用を予定したもので，先順位又は同順位での使

用を予定したものではない。

すなわち，共済会では，交付金，事業収入等，掛金４分の１の順で事
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業費等に使用しているため，各年度に余剰金が生じても，交付金は全額

が事業費等に使用されており，剰余金に交付金が含まれることはない。

(イ) 掛金４分の１の年度末繰入れ

掛金４分の１を事業費等として支出するためには，会計科目上脱退金

積立基金用として使途が拘束されているため，まず，掛金４分の１相当

額を入出簿の「掛金（積立 」から「掛金（事業用 」へ振替処理する） ）

必要がある。事業費等については，年度途中で交付金や事業収入等で不

足が生じた場合は，その必要が生じた時点において，上記振替処理を行

う。事業費等のうち，建設償還金，研修寮整備費及び退職手当積立金を

除いたものは，年度途中にその都度支出されるが，交付金及び事業収入

等により賄うことができるため，その必要が生じることはなく，最終的

に掛金全体の徴収が終了する年度末に，上記振替処理を行っている。

エ 建設償還金について

建設償還金は交付金が原資であるが，本来は市が補助すべき共済会運営

の研修・保養施設（α）の建設資金を昭和５６年に脱退金積立基金から１

億円分取り崩して充当した分を復元するため，昭和５９年度以降分割して

繰り戻しており，同年度から平成１４年度までで合計６３００万円，平成

１５年度には２５００万円，平成１６年度には１２００万円を繰り戻して

合計１億円の繰戻しを完了させた。

元々の立替金の原資が脱退金積立基金である以上，建設償還金の原資が

交付金であるからといって同基金に交付金が流入していることにはならな

。 ， ，い 平成１５ １６年度の支出額の増額もαの運営廃止が検討されたため

脱退金積立基金への繰戻しを早期に完了させる必要が生じたために行われ

たものである。

なお，αは，研修・会議・親睦会等の施設として利用されており，昭和

５７年当時は年間約８５００人，現在でも年間約５０００人前後の利用実
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績があり，このような施設の建設資金を市が負担することは福利厚生事業

の実施方法についての任命権者の裁量の範囲内といえる。

オ 脱退金積立金

前記のとおり，全額が掛金又は掛金４分の３を積み立てたものである。

カ 以上より，退会記念品の原資である脱退金積立基金は共済会の財産とし

て繰り越されてきたものであり，また，そもそも同基金に積み立てられた

脱退金積立金及び剰余金に交付金は含まれておらず，建設償還金にはこれ

が含まれているが，その性質は一種の立替金の返済であるから，交付金は

退会記念品の原資となっていないので，給与条例主義違反等の生ずる余地

はない。

( ) 争点４4

（原告らの主張）

ア 地公法４２条違反について

(ア) 交付金の根拠は条例でなく本件要綱であるうえ，算定根拠も会員給

与の定率交付という丼勘定であり，個別の福利厚生事業毎の予算を積算

していないから，地公法４２条の枠を越え違法である。また，地公共法

１１２条所定の事業は地公法４２条の事業とは基本的に異質であるか

ら，同条をもって地公共法１１２条１項所定の事業と同様の事業を行う

のは制度の混用であり，違法である。

(イ) 被告は，共済会が市の行うべき厚生事業を代行していると主張する

が，委託契約としても，委託すべき事業の内容及び実績を明らかにし，

積算及び精算を行うべきである。また，市の支出額も，民間企業等と比

較して相当な範囲内であると主張するが，公権力を行使しない民間企業

と比較はできない。さらに，共済会事業の歳出額の範囲内であるから個

別積算は不要であるとの被告の主張は，公金の使い方について全くルー

ルがないことを意味し，使途を問わず，すべて違法である。



- 16 -

イ 地自法２３２条の２違反について

市が，地公法，地公共法の他に，別途，教職員にだけ手厚く福利厚生事

業を行う公益性はなく，地自法２３２条の２によっても正当化されない。

地公法４２条の厚生事業を共済会が代行していることを公益性の根拠とす

る被告の主張は具体性がない。個別に公益性を考慮して補助項目毎に積算

し精算すべきである。

（被告の主張）

ア 地公法４２条違反について

(ア) 退会記念品等事業は共済会独自の資産に基づく独自の事業である。

仮に交付金が退会記念品等に使用されていても，本件支出は，後記のと

おり，地公法４２条又は地自法２３２条の２によって適法となる。

(イ) その他の事業は，地公法４２条の職員の保険，元気回復その他厚生

に関する計画の一部又は地公共法１１２条の福祉事業の一部である。本

件支出の根拠は地公法４２条であり，それは市が行うべき同条の厚生制

度を共済会が代行していることに基づく。地公法４２条に基づき実施す

べき厚生制度の内容を定めるに当たって，地公共法１１２条１項所定の

事業が参考となる。

地公法４２条は，福利厚生事業の実施方法について何ら規定せず，任

命権者の裁量に委ねているといえ，条例の根拠を有しない共済会を通じ

て同条の事業を実施することを禁止していない。むしろ，市が福利厚生

事業の受益者を構成員とする共済会に対し，市の基本計画の範囲内で同

事業の具体的な運営を委ねることも，受益者のニーズに適応した福利厚

生の実現を可能とするものといえ，その裁量の範囲内といえる。

(ウ) また，交付金の額は，共済会の行う個別の福利厚生事業毎の予算を

積算したものではないが，各年度とも，その他の事業の歳出の範囲内で

あるから，違法とはならない。会員一人当たりの市の負担額も年額約１
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万１５６０円であり，民間企業と比較しても，社会的にも相当な範囲内

の額である。

イ 地自法２３２条の２違反について

仮に，地公法４２条が本件支出の適法性の根拠にならないとしても，同

条の厚生事業を共済会が代行していることが，地自法２３２条の２の公益

性を基礎づけ，同条に基づく補助金として適法となる。

( ) 争点５5

（原告らの主張）

仮に，本件支出に係る支出命令がすべて教職員課長により発せられたとし

ても，専決権限の付与は，権限を法的に委任しない内部委任に過ぎず，監督

義務者も監督を怠れば責任を負うというべきところ，Ｂ及びＡは，法令を解

釈して違法行為を吟味するよう同課長に指示するなどの監督を怠ったことは

明らかであるから，指揮監督上の義務違反が認められる。

（被告の主張）

本件支出の支出決議は，助役以下専決規定の「負担金，補助金，交付金，

奨励金その他これらに類するもの」として，５００万円以上は助役が専決で

処理している。また，支出決議後の支出命令は，神戸市会計規則により，支

出担当者たる教職員課長により処理されている。

( ) 争点６6

（原告らの主張）

本件支出は法的根拠が無く，違法，無効であるから，共済会は不当利得と

して返還すべきである。

（被告の認否）

争う。

( ) 争点７7

（原告らの主張）
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， ，共済会では会計分離がなされておらず 交付金の使途を特定できないため

本件支出はすべて違法であり，全額が損害・損失である。

また，本件のような一括支給交付金の場合，実施事業の全てに交付金が一

定比率で含まれていると考えるのが合理的であり，少なくとも退会記念品等

の支給における，一定比率で使用された交付金が損害である。その場合，別

表２のとおり，毎年度の退会記念品等の支給額に，当該年度の収入である掛

金・交付金・事業収入等に交付金比率を掛けた金額である合計２億１６８３

万３４６４円が市の損害となる。

（被告の認否）

争う。

第３ 当裁判所の判断

１ 争点１について

( ) 本件支出のうち，平成１５年度分の交付金の最終の支出日が平成１６年1

５月６日であり，平成１６年度分の交付金の最初の支出日が同年８月４日で

あること（甲５）から，平成１２年度から平成１５年度までの共済会に対す

る交付金支出は，本件監査請求がなされた平成１７年５月２７日よりも１年

以上前に支出されたものであるため，同支出に対する監査請求が適法となる

ためには 「正当な理由 （地自法２４２条２項ただし書）が認められるこ， 」

とが必要である。

「正当な理由」の有無は，普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもっ

て調査を尽くしても客観的にみて監査請求をするに足りる程度に財務会計上

の行為の存在又は内容を知ることができなかった場合には，特段の事情のな

い限り，普通地方公共団体の住民が相当の注意力をもって調査すれば客観的

にみて監査請求をするに足りる程度に当該財務会計上の行為の存在及び内容

を知ることができたと解される時から相当な期間内に監査請求をしたか否か

により判断すべきである（最高裁平成１４年９月１２日第一小法廷判決・民
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集５６巻７号１４８１頁参照 。）

( ) 証拠（甲２，３，５，８，９，１３，１４，２３）及び弁論の全趣旨に2

よれば，前記第２，１の認定事実に加え，以下の事実が認められる。

ア 本件支出について，教育委員会作成に係る平成１２年度から平成１６年

度の予算説明書には，学校職員厚生費（福利厚生費）として，共済会に対

する交付金支出の事実及びその額（ただし，教職員相談室等経費との合算

額）が記載されている。

イ 本件要綱は，４月１日を施行日として毎年作成及び発行されるところ，

共済会は，平成１２年度から平成１６年度の交付金について，本件要綱４

， ， ， ， ，条により 被告に対し 交付金交付申請書を提出し これに対し 被告は

， 。共済会宛に 交付予定金額の記載された交付金交付決定通知書を交付した

ウ 本件支出に係る各年度毎の４回にわたる各支出の際，支出決定兼支出命

令書（ただし，平成１２年度は支出命令書）が作成された。なお，各年度

の共済会の決算書には，各年度毎の交付金受領額が記載されている。

エ 平成１２年度から平成１５年度の共済会に対する交付金支出に関する予

算説明書，本件要綱及び支出決定兼支出命令書は，遅くとも平成１６年６

月ころには，公文書公開請求が可能となっていた。

オ 平成１７年２月２５日，本件ニュースにおいて，共済会が過去５年間に

退職者へ記念品として支給した旅行クーポン券の代金約２億円のうち，約

７０００万円が教育委員会からの公費補助金で賄われていたことなどが報

道された。

カ 原告らは，平成１７年５月２４日付けで，市に対し，本件要綱，本件支

出に係る支出命令書及び退会記念品支給請求書等について，神戸市情報公

開条例（以下「本件情報公開条例」という ）に基づき公文書公開請求を。

し，市は，これに対して，同年６月７日付けで，全部公開決定を行った。

キ 原告らは，平成１７年６月２４日付けで，市に対し，本件情報公開条例
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， ， ， ，に基づき公文書公開請求し 市は これに対して 同年７月１１日付けで

請求に係る文書のうち「実施報告書の取り決め 「残金の処置方法の取り」

決め」がわかる文書以外の共済会規則，本件要綱，予算説明書及び決算説

明書並びに事業報告書等について，公開決定を行った。

( )ア 以上の事実関係を前提に検討するに，予算説明書からは共済会に対す3

る交付金支出の事実が窺えること，共済会に対する交付金支出に関する予

算説明書等の各文書や共済会の事業内容を示す共済会規則等の各文書につ

， ，いて 原告らは本件情報公開条例に基づき公文書公開請求することができ

現に原告らは同請求により上記各文書の開示を受けていることなどに照ら

， ， ， ，し 市の住民が相当の注意力をもって調査すれば 予算説明書 本件要綱

支出決定兼支出命令書につき公文書公開請求が可能な状態となった平成１

６年６月当初から遅くとも約１か月経過した同年７月１５日までには，客

観的にみて監査請求をするに足りる程度に平成１２年度から平成１５年度

の共済会に対する交付金支出の存在及び共済会の事業内容を知ることがで

きたというべきである。したがって，平成１６年７月１５日から相当期間

経過後（同日時点で交付金支出から１年を経過していない分については，

当該交付金支出時から１年経過後）になされた本件支出に関する監査請求

は不適法となる。

原告らは，専門家でない一般市民に予算説明書の記載から気づくことを

要求すべきでないことや相当な注意の要件として市役所内の全公文書に対

する公開請求を要求するものである旨主張する。しかし，市の歳入，歳出

が予算としてまず計上されることは一般的常識に属するといえること，本

件の場合，予算説明書の記載を手掛かりに共済会の事業内容を調査するこ

とが可能であったと考えられること，本件情報公開条例による公文書公開

請求も，何人も行うことができ（同条例８条 ，神戸市内に住居を有する）

（ ， ，者であれば原則として手数料も無料であり 同条例１８条１項 ２項１号
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２号ア ，原告らに格別の負担を強いるものでもないことからすれば，上）

記のとおり予算説明書の情報公開請求が可能となった時期から約１か月経

過した日を起算点とすることは合理的といえる。

イ そして，原告らは，平成１６年７月１５日から１年近く経過した平成１

７年５月２７日に本件監査請求を行っているところ，これが相当な期間内

に監査請求をしたものということができないことは明らかである。

また，仮に，原告ら主張のとおり，本件ニュースの報道日をもって本件

における「監査請求をするに足りる程度に当該財務会計上の行為の存在及

び内容を知ることができたと解される時」としたとしても，原告らの本件

監査請求は，本件ニュースが報道された日から９１日後になされたもので

あり，監査請求のために必要となる調査に要する期間等を考慮しても，相

，「 」当な期間の経過後になされたものといわざるを得ないから 正当な理由

があるとはいえない。

したがって，本件監査請求中，平成１２年度ないし平成１５年度の共済

会に対する交付金支出についての監査請求には「正当な理由」があるとい

えず，本件訴えのうち，上記支出に係る訴えはいずれも不適法である。

２ 争点２について

( ) 地自法は，監査委員は，監査請求に対する監査を行うに当たっては，請1

求人に証拠の提出及び陳述の機会を与えなければならない（地自法２４２条

６項）旨規定するが，これは，監査委員が監査を行う際に，請求人に対する

手続保障の観点から既になされた監査請求を補充する機会を与えるために行

われるものと解され，同条項は請求人がなし得る行為として請求対象の追加

変更を掲げておらず，他にもこの趣旨を定めた規定は存在しない。そうする

と，地自法２４２条６項の文理上も，意見陳述の制度趣旨からも，意見陳述

時に監査請求の対象を追加変更することは制度上予定されていないといわざ

るをえない。また，監査委員は監査請求があった日から６０日以内に監査及



- 22 -

び勧告を行う必要がある（地自法２４２条５項）ところ，意見陳述時に監査

請求の対象を追加変更できるとすると，追加変更された監査請求対象につい

ては十分な監査期間を確保することができず監査の実効性を欠くおそれがあ

る上に，監査請求の対象の追加変更を認めると，追加変更分については行政

上の法律関係の早期安定の見地から監査請求期間を制限した同条２項の趣旨

を没却するおそれがある。

したがって，意見陳述時に監査請求の対象を追加変更することは許されな

いと解すべきである。

( ) 原告らは，本件意見陳述は，本件監査請求を補充してその趣旨を明確に2

， 。 ， ，したものであり 適法であると主張する 原告らの主張の趣旨は 原告らは

， ，本件監査請求の時点から 共済会に対する交付金の支出自体の違法を主張し

これを監査請求の対象としていたものであって，本件意見陳述の際に請求対

象を追加変更したものではないという点にあると解される。

しかし，平成１７年５月２７日付けの監査請求措置請求書には共済会に対

する交付金支出に関する記載は見受けられないこと（甲６ ，本件意見陳述）

時に提出された「６月２０日，口頭陳述」と題する文書中には「この度の口

頭陳述の機会を借りて，５月２７日付けの住民監査請求の請求範囲を次のよ

うに変更させていただきたいと思います 「住民監査請求の範囲をこの５。」

年間全体の５億円超の金額支出に対する神戸市長と教育委員会委員長への補

。」 （ ），填責任を求めるものに変更したいと思います との記載があること 甲７

内容面を見ても上記監査請求措置請求書は，共済会を通じた公費による退会

記念品の支給のみを問題とするものと認められる（甲６）一方で，前記本件

意見陳述時提出文書は，原告らが本件情報公開条例に基づく情報公開請求に

より知った共済会に対する交付金支出自体を問題視するものであると認めら

れる（甲７ 。）

そうすると，原告らは，本件監査請求の時点においては，自ら退会記念品
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事業費として支出された分に係る市からの共済会に対する交付金支出を財務

会計上の行為として本件監査請求の対象としていたが，本件意見陳述の際，

初めて監査請求の対象を本件支出自体とすることを求めた，すなわち，本件

意見陳述において監査請求対象を追加又は変更しようとしたものというべき

であるから，原告らの上記主張には理由がない。監査請求対象のかかる事後

的な追加変更が許されないことは上記のとおりであるから，本件監査請求の

対象は，市の共済会に対する交付金支出のうち退会記念品事業費に充てられ

るべき分の支出に限られると解すべきである。

( ) したがって，本件訴えのうち，平成１６年度の交付金支出中，退会記念3

品事業費に充てられるべき分の支出以外の支出に係る訴えは，監査請求前置

を欠き，不適法である。

３ 争点３について

( ) 退会記念品が脱退金積立基金を取り崩して支給されているかについて1

ア 被告は，退会記念品事業費は，脱退金積立基金を取り崩して支出されて

いる旨主張するところ，証拠（乙２の８，１１，１３の８）及び弁論の全

趣旨によれば，脱退金積立基金とは，共済会が，後述の脱退金積立金，建

設償還金及び剰余金を合わせた脱退金積立金（歳出）を資産として積み立

てた基金であることが認められる。

イ 証拠（乙１の１・２，２の１ないし４・６・７，１１）及び弁論の全趣

旨によれば，平成１６年度の共済会における退会記念品等の支給合計額と

脱退金積立基金繰入金（資産としての脱退金積立基金の一部を支出に充て

るため歳入に繰り入れるもの）の額は，いずれも１億４７１２万８１５７

円であり一致していること，同年度の入出簿における退会記念品等の支給

に係る同基金の取崩（歳入繰入）時期及び額は，退会記念品等の支給時期

及び額とほぼ一致することが認められ，上記各事実によれば，退会記念品

等は，支給額が確定する毎に，逐一，同基金を取り崩して当該退職者等に
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支給されているものと認められる。

（ ， ， ） ，ウ 証拠 乙２の１・２ １１ １３の１・２ 及び弁論の全趣旨によれば

会員の掛金が，平成１５年度については同年４月から平成１６年４月にか

けて，平成１６年度については同年４月から平成１７年４月にかけて徴収

されたこと，平成１６年度は，平成１７年６月３０日に過誤納金により２

２５９円を会員に返金し，最終的に掛金総額が１億８０６３万２２１９円

と確定したこと，平成１５年度の掛金４分の１（４５９７万円（１０００

円未満切り捨て計算 ）については平成１６年４月２１日以降に，また，）

平成１６年度の掛金４分の１（４５１５万８０００円（１０００円未満切

り捨て計算 ）については，平成１７年４月２５日から同年６月３０日の）

間に 「事業用へ振替」の摘要により「掛金（積立 」から「掛金（事業， ）

用 」へと振り替えられたこと，平成１５，１６年度のいずれも，上記振）

替処理がなされるまで，掛金を歳出に充てる経理処理は一切なされていな

いことが認められ，上記各事実によれば，共済会の経理処理上，会員の掛

金４分の３と掛金４分の１は，各年度末に当該年度の掛金額が確定した後

に一括して区分されたものと認められる。

また，証拠（乙２の８，１１，１３の８）及び弁論の全趣旨によれば，

共済会の経理上，建設償還金及び剰余金の脱退金積立基金への積立ては，

毎年度末に一括して行っていることが認められる。

エ 以上からすると，平成１６年度の退会記念品等の支給のために取崩しの

対象となる脱退金積立基金は，平成１５年度末時点で積み立てられていた

同基金であるといえる。

( ) 脱退金積立基金への交付金流入の有無について2

まず，脱退金積立基金は，前記のとおり，脱退金積立金，剰余金及び建設

償還金を積み立てた基金であるから，これら各項目について，交付金流入の

有無を検討する。
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ア 脱退金積立金について

教職員は，会員として，毎年４月１日（年度途中で会員の資格を取得し

たときは，その資格を取得した日）現在の給料月額に１０００分の５を乗

じた額を毎月納付しなければならないところ（甲４，共済会規則５条１

項 ，脱退金積立金は，会員の掛金４分の３を指すと認められる（乙２の）

１・８，１１，１３の１・８）から，平成１５年度末時点で積み立てられ

た脱退金積立金の原資は掛金４分の３であり，市からの交付金が使用され

ていないことは明らかである。

イ 剰余金について

証拠（乙１１）及び弁論の全趣旨によれば，共済会の歳入には，会員の

， （ ） ，掛金 市からの交付金及び事業収入・利息収入等 事業収入等 があるが

このうち脱退金積立金として積み立てる掛金４分の３を除いたものから事

業費等を使用して残った余剰分を剰余金としていることが認められる。原

， ， ，告らは そもそも金に色はついておらず 会計を別にしていないことから

収入割合に応じて支出も分担されており，剰余金には，交付金，事業収入

等及び掛金４分の１が按分割合で含まれている旨主張する。これに対し，

被告は，共済会では，交付金，事業収入等，掛金４分の１の順で使用して

いるため，各年度に剰余金が生じても，交付金は全額が事業費等に使用さ

れており，剰余金に交付金が含まれることはないと主張する。

(ア) 証拠（甲４，２３，２４，乙１の１・２，２の１・２，１１，１３

の８）及び弁論の全趣旨によれば，前記認定事実に加え，以下の事実を

認めることができる。

， ，ａ 共済会においては 歳入費目毎の会計区分は帳簿上なされておらず

事業費等についても，交付金，事業収入等，掛金４分の１の順で使用

するとの明文の規定等は存在しない。

ｂ 会員の掛金は，平成１２年度までは全額を脱退金積立金に積み立て
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ていたが，市の財政状況の悪化から，交付金と事業収入等により事業

を維持することが困難となることが見込まれたため，不足が生じた場

合にこれを補うことを目的として平成１３年度に共済会規則を改正

し，同年度以降の掛金４分の１は，脱退金積立金に積み立てないこと

とした（共済会規則５条２項参照 。）

ｃ 市及び共済会の関係者は，共済会の事業中，その他の事業は，市の

行うべき福利厚生事業等を共済会が代行するという関係にあると認識

している。

ｄ 平成１５年度の事業収入等の額５３９９万５６８６円（うち，事業

， ）収入３１４９万３９８０円 利息収入等諸収入２２５０万１７０６円

及び交付金の額８８２２万４０００円の合計額は，１億４２２１万９

６８６円であり，一方，同年度の事業費等の額は，これを下回る１億

３５６９万６８７７円である。

ｅ 平成１６年度の事業収入等の額４１２３万７６５５円（うち，事業

， ）収入２０２７万５１５１円 利息収入等諸収入２０９６万２５０４円

及び交付金の額８６７０万３０００円の合計額は，１億２７９４万０

６５５円であり，一方，同年度の事業費等の額は，これを下回る１億

０７９９万０７５１円である。

(イ) 以上の認定事実を基に判断するに，掛金４分の１は事業費等の不足

の補填を目的とすると解されることや平成１５ １６年度において 掛， ，「

金（積立 」から「掛金（事業用 」へ掛金４分の１が振り替えられた） ）

のはいずれも当該年度末以降であることに照らし，平成１６年度の事業

費等は交付金及び事業収入等で賄ったと見る余地があること，現に平成

１５，１６年度のいずれにおいても，事業収入等及び交付金の合計額は

各年度の事業費等の額を上回ること，さらに，その他の事業について，

市が本来行うべき福利厚生事業等を共済会が代行していると関係者が認
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識していることに照らし，事業収入等よりも交付金を優先してその他の

事業に使用する扱いをすることは首肯できることにかんがみると，使用

順序についての明文の規定等は存在しないが，共済会は，交付金，事業

収入等，掛金４分の１の順で事業費等に使用しているものと認めるのが

相当であり，これを単なる帳簿上の操作による外形の作出に過ぎないと

いうことはできない。かかる使用順序に加え，前記の平成１５，１６年

度における事業収入等，交付金及び事業費等の額にかんがみれば，平成

１６年度の市からの交付金は事業費等として使用し尽くされ，剰余金に

は含まれていないものと推認することができる。

ウ 建設償還金について

(ア) 証拠（乙１の２，２の８，１１，１３の８）及び弁論の全趣旨によ

れば，昭和５６年に，共済会運営の研修・保養施設であるαの建替費用

のため，脱退金積立基金から１億円を取り崩したこと，当初は，昭和５

９年度から毎年５００万円ずつ２０回に分けて交付金を支出することに

よって償還する予定であったこと，建設償還金として，平成１５年度に

２５００万円，平成１６年度に１２００万円と交付金が支出された（た

だし，平成１６年度の予算額は２００万円）ことが認められる。

原告らは，平成１６年度と同じ割合で昭和５６年から２４年間にわた

り支給されると２億７６００万円となり，１億円を超え，超過分の交付

。 ， ，金が脱退金積立基金に流入していると主張する しかし 前記のとおり

平成１６年度の予算額は２００万円であることなどに照らすと，昭和５

９年度から平成１４年度までで合計６３００万円を償還していたがαの

運営廃止が検討されたため平成１５，１６年度に残額を全額償還した旨

の被告の主張を必ずしも排斥することはできず，平成１６年度の償還額

のみをもって，１億円を超過して交付金が支出されたと認めるに足りる

とはいえず，他にこれを認めるべき証拠はない。
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(イ) 証拠（乙１１）及び弁論の全趣旨によれば，前記認定の交付金の優

先的使用の慣行は以前から存在したものと認められること及び平成１２

年度までは会員の掛金は脱退金積立金として全額積み立てられていたこ

とからすれば，昭和５９年当時の脱退金積立基金にも交付金は含まれて

いなかったと推認されるので，その後取り崩した額と同額の交付金が同

基金に流入しても，それはもともと交付金を含まない同基金の欠損分が

填補されたにすぎないといえる。したがって，実質的には交付金が脱退

金積立基金に流入したことにはならず，退会記念品等の原資に交付金が

含まれているとはいえない。

(ウ) なお，原告らは研修事業程度の施設の建替費用は交付金で賄われる

べき事業ではない旨主張する。しかし，地公法４２条は 「地方公共団，

体は，職員の保険，元気回復その他厚生に関する事項について計画を樹

立し，これを実施しなければならない 」と規定し，地方公共団体に対。

して職員の福利厚生に関する計画の樹立及び実施を義務付けているとこ

ろ，同条に基づき具体的にどのような制度を設けるかについては，それ

（ ），が適正かつ公正さを欠くものと認められないかぎり 同法４１条参照

各地方公共団体の職員数等の地域事情に応じて合理的な裁量の下に決定

されるべきであり，その裁量を逸脱又は濫用した場合に限り違法となる

と解すべきである。

本件において，地公法４２条に基づく厚生事業の一環として市の職員

の研修・保養施設たるαの建替をすることは任命権者の上記裁量を逸脱

濫用するものとはいえない。漸減しつつあるとはいえ，平成１６年度時

点でもαには年間約１５００万円程度の運用実績があること（甲２４）

は，任命権者の裁量判断の妥当性を裏付けるといえる。したがって，い

わば共済会の立替金の返済に当たるものとして，市が建設償還金として

交付金を支出することも，同条に照らし適法と解すべきである。
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エ 以上により，前年度から繰り越された脱退金積立基金が共済会の独自の

資産となるか否かについて判断するまでもなく，平成１６年度の共済会に

対する交付金には，同年度の退会記念品事業費に充てられた分はないばか

りか，平成１７年度以降の退会記念品事業費の原資となる脱退金積立基金

に積み立てられた分も存在しないといわざるを得ない。

第４ 結論

以上の次第で，争点４ないし７について判断するまでもなく，原告らの本件

訴えのうち，平成１２年度から平成１５年度の共済会に対する交付金支出，及

び，平成１６年度の共済会に対する交付金支出のうち退会記念品事業費に充て

られるべき分の支出以外の支出に係る訴えは不適法であるからいずれも却下す

ることとし，原告らのその余の請求は理由がないから棄却することとし，主文

のとおり判決する。

神戸地方裁判所第２民事部

裁判長裁判官 佐 藤 明

裁判官 菊 池 章

裁判官 重 高 啓


